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家政学原論・家庭経営・家庭経済・家族関係

おける家族の規定要囚としてのパートナーシップ

　村尾勇之

　目的　生活の経済的諸条件が向上し、女性の就労が進むなかで生航に関わる諸条件く性

・生殖■育児）も大きく変化しようとしている。それらは技術化・社会化が進むなかで独

立して機能することが可能となり、そうした変化が重なり合うなかで形成される家族の川

定的紐帯は弱まり. m親家族. 混合家放（義理家族）にみられるような多様化が進み、そ

れらの増加が予想されている。本報告は、家族の本質をふまえ、生活の条件が変化するな

かで求められる家族の形成要囚はなにかを問おうとするものである。

　方法　そのための苓順は次のようである。家族の本質を理論仮説として家庭経営のメカ

ニズムを明らかにし、家族における夫婦の成立要因を歴史的に集約する、さらに現代家族

・夫婦の成立要因を探り、その問題点を明示する、さらに家族の在り方を決定する諸条件

がどのように変化しているかを前提にするとき、現代家族の実態はどのように矛盾した状

況にあり、何がそれらを解決に導く成立要因であるかを提示する、最後にその要囚によっ

て現代家族の抱える問題がどのように解決できるかを考えてみたい。

　結果　家族は自己と他人の生命を作り出すためにもっとも合理的・経済的な組織であり

家庭経営はそれらの心身を維持・発達させるための手段目｡的である労働と生殖、生活T-段

の獲得・消費と協働関係はどうあるべきかを問う。その場合の人間関係は生命と物の簾盤

が不安定であればあるほどその必要条件を満たすものとして形成される。現代家族はその

条件が相対的に安定するなかで性愛を契機とする協働関係を形成する。そこに生ずる問題

解決の方程式としてy ＝a （愛）X十ｂ（パートナーシップ）を理論仮説として提示する。

2Sp- 3 女子短大生における婚姻生活および婚姻制度の改正案に対する意識

　　　　　　　頑女大文学鵬優子大妻女大人間生部将罰に浅川獲

　[目的]女性の社会進出にともなう国民の価値観の変化. 多様化を背景に婚姻制度を見直

す民法改正要綱試案が法制審議会から公表された．これらの試案が導入されれば，我々の

婚姻生活に対する意識が大きく変容することが推察される，そこで本報告では，現時点に

おける婚姻生活および婚姻制度の改正案に対する意識を明らかにすることを目的とした.

　l:方｀法】大妻女子大学短期大学部学生272名を対象として1994年11月にアンケート調査を

実施した.

　【結果1(1)妻が家事をして夫が家族のために賃金を稼ぐという性別分業観を前面に持っ

ている者は少ない(16%).しかし結婚後，女姓が仕事を続けると家庭を犠牲にしてしまう

と考えている者が多い(75%)こと，女性が一人前になるのは就職後であると考えている者

が多い(58%)にも係わらず，出産後も仕事をしたいと考えている者が少ない(22%)ことなど

から，潜在的には性別分業観を持っている者が多いことが推察された.

(2)結婚後，夫の親と同居したい者は少ない(19%)が，自分の親と同居したい者は比較的多

い(44%)ことから，妻方居住志向であることが推察された.

(3)貞女二夫に見えずに賛成の者は少なく(3％).女性の再婚禁止期間を縮小または廃止した

方がよいと考えている者が多い(68%)こと，および離婚の要件に関して破綻主義支持が多

い(93%)ことから，個人本位の結婚志向であることが推察された．しかし，家族は同姓の

方がよいと考えている者が多い(71%)こと，｢夫婦は別姓を原則とする｣に賛成の者が少

ないこと(2%)から，形式的には家族としてのアイデンティティを求める傾向が認められた.
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